
平成３０年度群馬県団地造成事業決算報告書
１　収益的収入及び支出

収　入

円 円 円 円 円 円

第１款 6,943,065,000 △ 4,090,056,000 0 2,853,009,000 2,852,838,112 △ 170,888

第１項 営 業 収 益 6,807,243,000 △ 4,061,003,000 0 2,746,240,000 2,745,721,395 △ 518,605 0 円)

第２項 営 業 外 収 益 6,759,000 △ 868,000 0 5,891,000 5,712,934 △ 178,066 80,678 円)

第３項 特 別 利 益 129,063,000 △ 28,185,000 0 100,878,000 101,403,783 525,783

支　出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

5,974,124,000 △ 3,464,637,000 0 0 0 2,509,487,000 0 2,509,487,000 2,494,234,929 0 15,252,071

第１項 営 業 費 用 5,923,676,000 △ 3,431,637,000 0 0 0 2,492,039,000 0 2,492,039,000 2,481,039,835 0 10,999,165 32,510 円)

第２項 営 業 外 費 用 15,448,000 2,000,000 0 0 0 17,448,000 0 17,448,000 13,195,094 0 4,252,906 23,528 円)

第３項 予 備 費 35,000,000 △ 35,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法
第２４条第３項
の規 定 による
支 出 額に係る
財 源 充 当 額

合　　計

当初予算額 合　　計

団地造成事業収益

（うち、仮受消費税及び地方消費税

（うち、仮受消費税及び地方消費税

第１款 団地造成事業費用

（うち、仮払消費税及び地方消費税

（うち、仮払消費税及び地方消費税

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額

地方公営
企 業 法
第２６条
第２項の
規定によ
る繰越額

不　用　額
補正予算額

予
備
費
支
出
額

流
用
増
減
額

地方公営
企 業 法
第２４条
第３項の
規定によ
る支出額

小　　計

地方公営
企 業 法
第２６条
第２項の
規定によ
る繰越額

備　　　　　　　　　考



２　資本的収入及び支出

収　入

円 円 円 円 円 円 円 円

637,361,000 △165,136,000 472,225,000 164,200,000 0 636,425,000 643,450,659 7,025,659

固定資産売却代金 8,589,000 0 8,589,000 0 0 8,589,000 9,538,000 949,000 (うち、仮受消費税及び地方消費税 34,000 円)

受 託 工 事 収 入 600,000,000 △165,136,000 434,864,000 164,200,000 0 599,064,000 599,064,000 0 (うち、仮受消費税及び地方消費税 44,375,112 円)

貸 付 金 償 還 金 3,017,000 0 3,017,000 0 0 3,017,000 3,004,000 △13,000

雑 収 入 25,755,000 0 25,755,000 0 0 25,755,000 31,844,659 6,089,659 (うち、仮受消費税及び地方消費税 1,885,169 円)

決　算　額

予 算 額
に 比 べ
決 算 額
の 増 減

備　　　　　　　　　　　　考
当初予算額 補正予算額 小　　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額
に係る財
源充当額

継続費
逓次繰
越額に
係る財
源充当
額

第３項

合　　計

第１款
団 地 造 成 事 業
資 本 的 収 入

第１項

第２項

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

第４項



支　出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

2,978,596,000 △441,595,000 0 0 2,537,001,000 462,662,000 0 2,999,663,000 2,950,915,288 36,341,000 0 36,341,000 12,406,712

44,478,321 円)

0 円)

企 業 債 償 還 金 436,601,000 0 0 0 436,601,000 0 0 436,601,000 436,600,000 0 0 0 1,000

出 資 金 及 び
貸 付 金

3,017,000 0 0 0 3,017,000 0 0 3,017,000 3,004,000 0 0 0 13,000

利 益 剰 余 金
繰 出 金

500,000,000 0 0 0 500,000,000 0 0 500,000,000 500,000,000 0 0 0 0

予 備 費 100,000,000 △100,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注）

備　　　考
当初予算額 補正予算額

 
予
備
費
支
出
額

 
流
用
増
減
額

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不 用 額
合　計

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

第１款
団 地 造 成 事 業
資 本 的 支 出

第１項 土 地 造 成 費 1,888,438,000 0 1,596,843,000 462,662,000

小　　計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

0 2,059,505,000 2,011,311,288 36,341,000 0

0 0 0

11,852,712
（うち、仮払消費税及び地方消費税

36,341,000

0 540,000

0 0 00 0 0 0

　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額2,307,464,629円は、企業債等償還積立金91,000,000円、建設改良積立金1,072,460,000円、別途積立金500,000,000円、当年度分損益勘定留保資金644,004,629円で補てん
した。

0 540,000
（うち、仮払消費税及び地方消費税

第４項

第５項

第６項

0 0 540,000 0 0 0第３項
業 務 設 備
整 備 費

540,000

第７項

0

0

00

第２項 開 発 調 査 費 50,000,000 △50,000,000

△291,595,000



（単位：円）

１

(1) 1,680,347,125

(2) 64,737,300

(3) 951,521,158 2,696,605,583

２ 49,115,812

３

(1) 1,361,129,747

(2) 48,394,327

(3) 834,941,020 2,244,465,094

４ 236,542,231

264,714,070

５

(1) 2,326,752

(2) 3,306,649 5,633,401

６

(1) 7,963,417

(2) 46,310

(3) 3,318,249 11,327,976 △ 5,694,575

259,019,495

７

(1) 9,559,935

(2) 91,843,848 101,403,783 101,403,783

360,423,278

0

1,163,460,000

1,523,883,278

平成３０年度群馬県団地造成事業損益計算書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

財 務 費 用

分 譲 収 益

産 業 団 地 分 譲 収 益

住宅団地等分譲収益

その他団地分譲収益

財 務 収 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 損 失

事 業 外 資 産 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 雑 収 益

造 成 原 価

産 業 団 地 造 成 原 価

住宅団地等造成原価

その他団地造成原価

団 地 資 産 管 理 費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益



（単位：円）

１

(1) 5,762,306,435

(2) 6,656,649,527

12,418,955,962

２

(1)

ア 2,190,312,157

イ 405,607,852

ウ 87,568,111

エ 1,469,200

オ 13,938,874

カ 7,876,778 2,706,772,972

△ 387,682,149

2,319,090,823

(2)

ア 1,044,237

イ 457,578

1,501,815

(3) 656,432,735

△ 88,074,206

568,358,529

(4)

ア 3,349,180,000

イ 20,000,000

3,369,180,000

6,258,131,167

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

その他無形固定資産

資 産 の 部

機 械 及 び 装 置

事 業 資 産 合 計

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

電 話 使 用 権

建 物

団 地 造 成 勘 定

平成３０年度群馬県団地造成事業貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

固 定 資 産

事 業 資 産

分 譲 土 地

無 形 固 定 資 産

備 品

長 期 貸 付 金

諸 装 置

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

事 業 外 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

事 業 外 固 定 資 産



科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

３

(1) 10,971,442,776

(2) 6,618,784

(3) △545,890 6,072,894

(4) 110,000,000

11,087,515,670

29,764,602,799

４

(1)

ア
427,400,000

427,400,000

(2)

ア 303,548,403

303,548,403

(3) 529,766,681

(4) 243,161,974

1,503,877,058

５

(1)

ア
439,200,000

439,200,000

(2) 186,644,336

(3) 5,758,142

(4) 531,931

(5) 2,372

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債

預 り 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債

企 業 債 合 計

企 業 債

前 受 金

そ の 他 流 動 資 産

原 価 見 返 勘 定

負 債 の 部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

未 払 費 用

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

固 定 負 債

企 業 債

貸 倒 引 当 金



科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

(6)

ア 17,698,904

イ 2,456,722

20,155,626

652,292,407

６

(1)

ア 50,000

△47,500 2,500

2,500

2,500

2,156,171,965

７

(1) 24,958,629,563

24,958,629,563

８

(1)

ア 2,000

2,000

(2)

ア 50,000,000

イ 575,915,993

ウ 500,000,000

エ 1,523,883,278

2,649,799,271 2,649,801,271

2,649,801,271

27,608,430,834

29,764,602,799

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

組 入 資 本 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

国 庫 補 助 金

資 本 金 合 計

資 本 の 部

引 当 金

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

剰 余 金 合 計

企業債等償還積立金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

剰 余 金

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額



注記

Ⅰ.　重要な会計方針

1 　資産の評価基準及び評価方法

(1)　事業資産の評価基準及び評価方法

2 　固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物　　 　　 6～50年

構築物　    　7～60年

機械及び装置　5～17年

(2)　無形固定資産

・減価償却の方法

定額法による。

3 　引当金の計上方法

(1)　退職給付引当金

(2)　賞与引当金及び法定福利費引当金

(3)　貸倒引当金

4 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。

Ⅱ.

1 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において、退職手当として24,050,124円を支給するため、退職給付引当金24,050,124円を使用した。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担
に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

・完成土地及び未成土地　　　個別法による低価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　その他


